

























こうした状況に対応することを目的として、平成 14 (2002) 年に確定
給付企業年金法 (以下、「確給法」と称する。) が施行された (確定拠出企
業年金法はその前年に施行)。この法律は企業年金受給権の保護を目的と
産大法学 48巻 3・4 号 (2015. 2)
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係を企業法 (特に信認義務) の観点から考察し (4)、本稿のまとめをする
(5)。
註









( 2 ) 2014 年 4月からは厚年基金の新設を認めず、既存の基金は解散か他の企
業年金への移行が求められる旨の法律が施行されている。日本経済新聞 (朝
刊) 2013 年 6月 20日付 4ページ「中小に 5200億円の負担、厚年基金、「代
行割れ」解散で、改革法が成立」。
( 3 ) 基金令 39条の 22 項、確給法 60条 1 項。
( 4 ) 基金財政運営基準 3-1、4-1(3)オ、確給法 61条。
( 5 ) なお、「非継続基準」による財政検証義務についても同様の規定がある
(基金令 39条の 3、確給法 60条 3 項)。
( 6 ) 岩村 (2001) 12-20ページ。
( 7 ) 銀行や保険会社のように業法の規制を受ける金融機関の場合を念頭に置い
ている。
( 8 ) わが国の会社法は準則主義を採用している。江頭 (2009) 57ページ。
( 9 ) 現行の保険法では、根拠法がある JA共済等を除き、共済も規制対象とさ
れる。保険 2条。
(10) 受給 (権) 保障がなされないおそれは多分にありうる。
(11) 厚生労働省年金局 (2007a) 3ページ。
(12) 厚年 136条の 4、確給令 45条 1 項。
(13) 基金令 39条の 15、確給令 46条 1 項。























態別にさらに 2 つに分類する。すなわち、純粋リスク pure riskと投機的
リスク speculative risk である。前者は事故発生の結果が必ず損害のみ
Loss Onlyを発生させるリスクであり、後者は事故発生の結果が損害だけ




































































































































































あろうか。Brendan S. Maher and Peter K. Stris ERISA & Uncertainty
Washington University Law Review Volume 88 | Issue 2 2010 を参考に、
以下で検討する。
註
(16) 姉崎・大城 (1992) 54ページ。
273(584)









(26) D. L. Bickelhaupt, General Insurance, 11 th, Homewood : Richard D Irwin
Pub, 1983, pp. 28-33.
(27) ARTをここに分類する考え方もある。












































































して 3) 規制のリスク (例：提案された法規則が将来の年金給付の望ま










































































































































































を概観する。3. 2. 1 では、伝統的な年金契約について述べる。3. 2. 2 では、
401 (k) プランがもっとも一般的であるが、現在支配的になっている年















































































アメリカでは、これは 401 (k) プランの爆発的な成長の大きな特徴と






































(35) 2008年の Office of Mgmt. & Budget, Exec. Office of the president, Budget
of the US Government, Fiscal Year 2009, at 298 tbl. 19-3 (2008) を見る限り、
1680億ドルが医療保険とメディカルケアに費やされている。
(36) ｢労働者退職所得保障法」の頭文字をとって略称としたもの。一般には
「エリサ法」と称されるが、最後の A は Act の A であるので、本稿では
283(574)
ERISAのままで表記した。
(37) Maher & Stris (2010) p. 434.
(38) 本稿では、確定給付型プランという。本稿 3. 2. 1参照。
(39) 本稿では、確定拠出型プランという。本稿 3. 2. 2参照。
(40) 本稿では、その他の給付を含めて福祉給付契約という。本稿 3. 2. 3参照。
(41) Calfee, J. E. & R. Craswell, Some Effects of Uncertainty on Compliance
With Legal Standards, 70 VA. L. Rev. 965, 965 (1984)．
(42) Maher & Stris (2010) p. 436






(46) Wiebdenbeck, P. J. Implementing ERISA : Of Policies and “Plans”, 72
WASH. U. L. Q. 559.
(47) 前掲註 (42) p. 438．
(48) Van Boxel v. JounalCo. Emps.ʼ Pension Trust, 836 F. 2d 1048, 1051(7th Cir.
1987)．
(49) 前掲註 (47)。
(50) Farber, D. A. Uncertanty 10(Feb. 18. 2010)．
(51) 前掲註 (49) p. 439．
(52) 同上。
(53) 同上。






(59) Langbein, J. H. The Supreme Court Flunks Trusts, 1990 SUP. CT. REV.
207, 228.
(60) ジェイムズ・A. ウーテン (みずほ年金研究所・訳)『エリサ法の政治史』
(中央経済社、2009 年) 参照。
(61) 前掲註 (56) p. 444．
(62) 同上。
(63) 前掲註 (61) p. 445．
284 (573)
(64) 同上。
(65) 29 U. S. C. § 1002 (3) (2006)．
(66) 29 U. S. C. § 1002 (2) (A) (ⅰ)-(ⅱ)．
(67) 26 C. F. R. § 1. 401-1 (b) (1) (ⅰ) (2004)．
(68) 前掲註 (60) 278頁。
(69) 前掲註 (63) p. 446．
(70) 同上。
(71) 26U. S. C. § 401 (a) (2006)．
(72) リチャード A. イッポリト (みずほ年金研究所訳)『企業年金の経済学』
(シグマベイスキャピタル、2000 年) 40頁。
(73) 29U. S. C. § 1002 (34) (2006)．
(74) 前掲 (72) 40頁。
(75) 前掲 (74) 42頁。
(76) 1978年に、内国歳入法 401条(k)項が制定されている。
(77) 前掲 (37) p. 449．
(78) 29U. S. C. § 1002(1)(2006)．
(79) 前掲註 (60) 281頁．
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